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１．はじめに

昭和48年のオイルショックはわが国の経済に大きな影響を与えた。それまでの高度成長は終

わりをつげ、財政収支は大幅な赤字を出すようになった。国の財政は昭和51年度から特例国債

を発行しはじめて以後、多額の国債収入に依存する体質となっている。地方財政においても多

くの公共団体が財政難に落ち入った。そこで小論では兵庫県の市町財政全体を眺めつつ、住民

にもっとも密着する公共経済主体である市町村の財政構造について分析を進める。

まず兵庫県下の市町財政の実態を昭和59年度の決算統計にもとづいてまとめると次のように

なる818〕

第１に昭和59年度の歳入・歳出決算が過去20年間において最低の伸び率を示すことであ

る:注'〕市町を総合した普通会計の歳入決算と歳出決算は対前年度伸び率がそれぞれ1.3％、

1.0％であり、その内訳けをみると神戸市がそれぞれ2.8％、３．１％、神戸市を除く２０都市が

０．１％と▲0.8％、７０町が1.2％、1.6％となっている（表１):18〕〔注2〕

表１兵庫県市町の最近の決算規模の伸び率
(％）

(出典）とくにことわらない限り、兵庫県総務部地方課編「市町財政及び公共施設等の状況」各年度版によった（以

下同じ)。
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、年度
項目、

5５

歳入 歳出

5６

歳入 歳出

5７

歳入 歳出

5８

歳入 歳出

5９

歳入 歳出

神 Ｐ 市 １２．０ 1３．５ ４．１ ４．８ ▲０．９ ▲１．０ 1.7 ０．７ ２．８ ３．１

神戸市を除く都市

(20市）
1２．２ 1２．８ ４．１ ４．８ 5.0 5.3 ２．５ ２．２ ０．１ ▲０．８

町（70町） 1０．４ 1０．４ ６．７ ７．１ 0.1 ▲0.1 ▲0.1 ▲０．４ 1.2 1．６

県計 １２．１ 1２．７ ４．５ ５．１ 2.0 ２．０ 1.5 1.2 1.3 1.0

神戸市を除く県計 1１．８ 1２．２ ４．８ ５．３ ３．８ ３．９ 1．９ 1．６ ０．４ ▲０．２



これは前年度（58年度）の歳出入決算の伸び率より一段と悪くなっているとともに、昭和５６

年度以降の１桁伸び率の延長線上にあることを示している。これらは昭和50年代なかば以降の

国家財政の節税合理化と国の財政が逼迫したために、地方財政へ負担転嫁が行われた結果、国

家財政に多くを依存している兵庫県下の市町財政が、全国の市町村と同様に多大な影響を被っ

たためであろう。

第２に公債費比率の急速な上昇である。

地方債の元利償還金である公債費がどんどん膨張している現状は、すでに様々な報告がある

が、兵庫県下の市町を見ると59年度では表２兵庫県市町における公債費比率16％以
公債費比率が20％を越えるのは１町（津 上の市町数の推移

（市町数）

名郡一宮町）あり、２０．７％を示している。

ざらに16％を越えるものは６市26町あり、

この数は年々増加していることと、市部

よりも郡部において高い公債費比率を持

つものが多いことがわかる（表２)。
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第３に公債費の増嵩の結果としての歳出決算額に占める義務的経費の比率の増大と、投資的

経費の比率の減少である。

昭和50年度に義務的経費と投資的経費の比率が逆転して以来、両者の差は年々拡大傾向にあ

る（表３)。

表３兵庫県市町の義務的経費と投資的経費の歳出構成比の推移
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またこれとともに経常収支比率に占める公債費充当分の急速な増加が指摘きれるべきであろ

う。経常収支比率は周知のごとくこの比率が低ければ低いほど市町が独自の施策を展開できる

余裕が広がるものである。この比率が公債費充当分によって圧迫されることは、家計において

借金の返済のために可処分所得が圧迫きれるのと似かよっている。

本稿は以上のようないくつかの前提をふまえて、兵庫県下各市町財政の総計を単位として過

去十数年間の市町における財政構造の特徴を明らかにしようとするものである:注3〕

以下、次節において昭和40年代前半から現在までの全国市町村財政と兵庫県市町財政との比

較分祈を行って、兵庫県市町財政の特徴を明らかにする。第３節においては昭和45年度以降現

在に至るまでの時期を、前節で明らかにした特徴を用いて４期に分類してさらに詳細な分析を

加える。第４節では第３節における分類が統計的にどの程度支持されるのかどうか、地方財政
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投資的経費

普通建設事業費

災害復旧事業費

失業対策事業費
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０．７
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3０．９

０．４

０．６

2８．６

2７．８

0.3
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2８．６
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０．５

０．５



構造の分析上しばしば用いられるいくつかの指標を用いて、多変111:解析の一手法である判別分

析を行う。第５節では解決すべき残された今後の問題点についてのくる。

２．全国市町村財政との比較

（１）歳入

歳入面では、兵庫県市町財政は全国市町村財政に比較して地方税の構成比率が高く、この裏

がえしとして地方交付税比率が低い。

またこれらに地方譲与税その他を加えた一般財源比率は全国市町村財政より低い。特定財源

においては国庫支出金比率はほぼ全国なみであるが、地方債比率は全国より高い（表４、表

５)。

これらから推察されることは何か。

第１に自主財源の中心である地方税の歳入構成比が高いことは、兵庫県下の経済情勢・経済

活動が全国水準に比較して活発に展開されているということである。市町財政にとってみれば

長い間30％で推移してきた地方税構成比率が近年40％に近づこうとしていることは何よりも心

強い点であろう。もっともこの地方税の伸びについては県民所得の伸びとの比較をなおざりに

できないが、この検討は次節にゆずることとする。

第２に、第１の理由の裏がえしとして当然のことながら、財政洲整機能を果たすべき地方交

付税交付金が、全国市町村水準よりも下まわることになる。全国の行政水準を平均化するとい

う交付税の機能から見て理解しうることであるが、問題はこれらを総合した一般財源の構成比

率が兵庫県市町財政は全国水準より常に低下している点にある。地方譲与金その他の一般財源

に繰り入れられるべき各種の交付金の構成比が、全国と同じように２％強で変化している点を

考えれば、地方交付税の構成比率がそのまま一般財源の構成比率を押し下げていると考えられ

る。以前、美濃部知事のもとでの東京都が主張した地方交付税のlWd分上の|川題〔'6〕と同じこと

が兵庫県下の市町においても生じていることがうかがえるliiH4〕

第３に、特定財源における地方債構成比率が全国に比較して高い点である。これは第２に指

摘した地方交付税交付金が全国水準に比較して低すぎることと密接な関係があると思われる。

（地方税比率が高いことから交付税比率が全国水準より低いのは当然であるが、低すぎる点に

問題があるという趣旨である｡)いいかえると兵庫県市町財政に関する限り、地方債構成比率は、

地方税比率の全国水準より大きい部分を補って余りある地方交付税比率の大きな負の部分（妙

な表現であるが）を補充する形で、動いているのではないだろうか。

いま、兵庫県市町財政の地方税構成比率をＡＩ、全国市町村のそれをＡとし、以下、それぞ

れ地方交付税比率をＢ,、Ｂ、一般財源比率をＣｌ、Ｃ、地方債比率をＤ]、Ｄとすると、

｜:ご畠五苣三ｃ１
と表わすことができる。ただし△]、△は一般財源構成比率のうちの地方税、地方交付税を除

いた残りの部分である。

するといま仮説は、

|急ニゼニニｅ
－１３１－
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21
2,
61
3

59
.1
56

20
.6

28

63
.6

36

14
3.
42
0

11
1.
21
6

46
7,
24
9

20
3,
08
8

64
,0

96

12
.5

04

27
9.

68
8

83
,1
33

31
,3

84

8
Ｍ
0
６

19
8,
72
3

l
3
L
l
9
3

60
9,
60
1

22
Ｌ5

14

65
,1

11

13
.8
53

30
0,

47
8

10
1.

85
5

38
,5
56

ll
L3
45

25
1,
75
6

14
8.

52
9

7
m
､
7
6
3

25
5,

50
2

78
,3
16

16
,2
27

35
00
45

11
7,

76
9

42
.5

57

11
1,
38
1

27
Ｌ7
07

l5
L6
05

77
3,
35
7

29
0,
57
3

84
.6
32

18
,4

15

39
3,
62
0

13
6.
73
1

45
,0

58

12
7,

78
9

30
9.

57
8

17
6,

36
0

87
9,
55
8

32
3.

42
6

l
l
L
O
8
4

19
.8

87

45
4.

39
7

15
5.

43
5

46
,5
22

14
4,

02
4

34
5,

98
1

20
5,

71
3

1.
00
6.
09
1

36
0,
23
3

l2
L6
15

24
,3
49

50
6」
9７

16
4,

41
8

47
.8

16

15
7,

04
2

36
9.
27
6

23
3,

79
4

Ｌ1
09

,2
67

40
6.

59
6

13
3.

87
9

24
.7
63

56
5,

23
8

18
9.

32
4

56
,1
57

14
4,

34
7

38
9,
82
8

28
8,

16
6

Ｌ2
43
,2
32

4
5
Ｌ
8
7
5

13
8,

80
5

25
.1

55

61
5.
83
5

l9
LO

20

56
,4
35

13
8,

39
9

38
5,
85
4

29
7,
55
7

Ｌ
2
9
9
.
2
4
6

4
9
Ｌ
5
2
9

13
9,

53
8

25
,9

30

65
6`
99
7

l8
LO

39

51
.6
68

13
2,
05
9

36
4,
76
6

30
3,
13
7

Ｌ3
24
,9
()
０

53
0`
98
6

13
5,
18
5

27
,5

88

69
3,
75
9

17
2.

91
8

46
.1

49

14
2,

83
0

3
6
Ｌ
8
9
7

28
9.
11
8

Ｌ
弧
4
,
7
7
4

56
3,
21
4

12
6.

69
8

27
.8

09

71
7.
72
1

16
3.

88
2

46
.8

68

12
0.

40
9

3
3
Ｌ
ｌ
５
９

31
3.

40
9

Ｌ
3
6
2
,
2
8
9

構成比（％）

一般財源

地
方
税

地
方
交
付
税

そ
の
他

小
計

特定財源

国
庫
支
出
金

県
支
出
金

地
方
償

小
計

そ
の
他

合
計

3
５
．
９

６
．
５

1
．
１

4
３
．
５

1
３
．
５

3
.
8

1
５
．
０

3
2
.
3

2
４
．
２

1
0
0
.
0

3
７
．
０

7
.
3

1
.
3

4
５
．
６

1
３
．
４

３
．
６

1
２
．
５

2
９
．
５

2
４
．
９

1
0
0
.
0

3
５
．
６

８
．
２

1
.
9

4
５
．
７

1
３
．
４

3
.
6

１
０
．
３

2
７
．
３

2
７
．
０

1
０
０
．
０

3
５
．
０

９
．
８

2
.
3

4
７
．
１

1
２
．
５

3
.
5

9
.
9

2
５
．
９

2
７
．
０

1
0
0
.
0

3
４
．
１

1
１
．
１

2
.
2

4
７
．
４

１
２
．
１

3
.
8

1
２
．
０

2
９
．
９

2
２
．
７

１
０
０
．
０

3
３
．
７

1
０
．
２

2
.
1

4
６
．
０

1
２
．
３

4
.
2

1
４
．
４

3
１
．
２

2
２
．
８

1
0
0
.
0

3
２
．
４

9
.
8

2
.
1

4
４
．
３

1
２
．
９

４
．
９

1
４
．
７

3
２
．
５

2
３
．
２

1
0
0
.
0

3
２
．
８

1
０
．
６

２
．
０

4
５
．
４

1
２
．
７

４
．
４

1
３
．
６

3
０
．
７

2
３
．
９

1
0
0
.
0

3
３
．
３

1
０
．
５

２
．
１

4
５
．
９

1
３
．
６

５
．
１

１
３
．
８

3
２
．
５

２
１
．
６

1
0
0
.
0

3
１
．
６

９
．
３

1
.
9

4
２
．
８

1
４
．
５

5
.
5

1
６
．
３

3
５
．
９

2
１
．
３

1
0
0
.
0

3
３
．
０

１
０
．
１

2
.
1

4
５
．
２

1
５
．
２

5
.
5

1
４
．
４

3
７
．
５

1
９
．
７

1
0
0
.
0

3
３
．
０

9
.
6

2
.
1

4
４
．
７

1
５
．
５

5
.
1

1
４
．
５

3
５
．
１

2
０
．
２

1
0
0
.
0

3
２
．
２

1
1
.
0

2
.
0

4
５
．
２

１
５
．
４

４
．
６

1
４
．
３

3
４
．
３

2
０
．
５

1
0
0
.
0

3
２
．
５

1
０
．
９

２
．
２

4
５
．
６

１
４
．
８

４
．
３

1
４
．
２

3
３
．
３

2
１
．
１

1
0
0
.
0

3
２
．
７

1
０
．
８

２
．
０

4
５
．
５

１
５
．
２

4
.
5

1
１
．
６

3
１
．
３

2
３
．
２

1
0
0
.
0

3
４
．
８

１
０
．
７

1
.
9

4
７
．
４

1
４
．
７

４
．
３

1
０
．
７

2
９
．
７

2
２
．
９

1
0
0
.
0

3
７
．
１

1
０
．
５

1
.
9

4
９
．
５

1
３
．
７

３
．
９

1
０
．
０

2
７
．
６

2
２
．
９

1
０
０
．
０

3
９
．
５

1
０
．
１

２
．
０

5
１
．
６

1
２
．
８

３
．
４

1
０
．
６

2
６
．
８

２
１
．
６

1
0
0
.
0

4
１
．
４

9
.
3

2
.
0

5
２
．
７

1
２
．
０

3
.
4

8
.
8

2
４
．
２

2
３
．
１

1
０
０
．
０



|橘,昭和弱年度を除いて‘
で、さらに、

|;三'三値,+旧_Ⅲ：｜
と表わすことができないかということである。（/は函数を意味する｡）

そこで(1)、(2)式の線型回帰分析を行うと次式が得られた。

（Ｄ１－Ｄ）＝▲1.496＋▲0.7499（ＣＩ－Ｃ）＋6.272ＤＵＭ５９

（▲5.768)(▲12.347） （5.861）

Ｒ２＝0.9154ｓ＝0.5882ｄｗ-2.758

（Ｄ１－Ｄ）＝▲1.759＋▲0.82651(Ａ,－Ａ）＋（Ｂｌ－Ｂ)｜＋6.222ＤＵＭ５９

（▲5.830)(▲11.308） （5.241）

Ｒ２＝0.9006ｓ＝0.6375ｄｗ－２．６９２

ここで、豆2は自由度調整済決定係数、（）はｔ値、ｓは誤差の標準偏差推定値、ｄｗはダ

ービン・ワトソン係数、式中のＤＵＭ５９は地方債構成比率が兵庫県総務部地方課の強い指導

によって、意図的に下げられた昭和59年度のダミーである。この結果から仮説がある程度支持

されると思われる。これを見る限り地方債は、ともに普通建設事業費の財源となる国庫支出金

の穴埋め的に増減するときれる一般的な解釈は、兵庫県市町財政に関する限り是正きれなけれ

ばならないのではないだろうかIiiE5〕

（２）歳出

次に歳出面では、兵庫県市町財政は全国市町村財政に比較して人件費構成比率と扶助費比率

が１－２％ずつ低く、公債費比率は１－２％ずつ高くなっている。この結果、これらを総合し

た義務的経費比率は昭和52年度ごろまでは全国に比較して低かったのが、５３年度以降は全国水

準なみに上昇してきており、５７年度以降は全国水準を上回っている。これを反映して普通建設

事業費を中心とした投資的経費は、５０年度ごろでは全国水準よりも高かったが、５１年度以降全

国水準以下となっている（表６、表７)。

これらから推察されることは何か。

第１に、人件費の構成比率が低いことは兵庫県下各市町の企業努力の成果であろう。もちろ

ん地方公共団体の職員の給与水準が世間相場と比較してかなり低いことは、現場の職員の声と

して根強く残っており、自治省のラスパイレス指数論を持ってしても否定できない事実である

が、その議論は別として、義務的経費の中核をなす人件費の構成比率が全国水準より低い点は、

やはり各市町の首長の努力の結果といえる。

第２に、扶助費の構成比率が全国に比べて若干低いことは、生活保護世帯が全国水準に比べ

て若干少ないという兵庫県の住民世帯構造の反映であろう（表８)。

第３に、全国水準より常に高い公債費構成比率の問題である。この公債費の歳出全体に占め

るウエイトが50年度以降増加するために普通建設事業費を圧迫し、ひいては投資的経費全体を

圧迫することになる。

－１３４－



全
国
市
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村
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歳
出
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額
の
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表
６

Ｉ］四ｍＩ

出
典
）
自
治
省
「
地
方
財
政
統
計
年
報
」
各
年
度
版
よ
り

4
５

4
６

4
７

4
８

4
９

5
０

5
１

5
２

5
３

5
４

5
５

5
６

5
７

5
８

5
９

義務的経費側

人
件
費

扶
助
費

公
債
費

小
計

2
４
．
４

6
.
6

4
.
7

3
５
．
７

2
４
．
１

６
．
５

４
．
７

3
５
．
３

2
３
．
８

7
.
9

4
.
8

3
６
．
５

2
４
．
３

８
．
９

4
.
6

3
７
．
８

2
６
．
２

9
.
2

４
．
５

3
９
．
９

2
７
．
２

1
０
．
３

５
．
２

4
２
．
７

2
６
．
４

1
0
.
9

5
.
8

4
３
．
１

2
５
．
２

1
０
．
８

6
.
2

4
２
．
２

2
３
．
５

1
０
．
８

6
.
5

4
１
．
２

2
３
．
０

１
０
．
８

６
．
９

4
０
．
７

2
２
．
７

1
０
．
６

7
.
4

4
０
．
７

2
２
．
７

1
０
．
８

８
．
１

4
１
．
６

2
２
．
７

1
１
．
１

８
．
８

4
２
．
６

2
３
．
２

９
．
４

9
.
7

4
２
．
３

2
３
．
７

9
.
5

1
０
．
２

4
３
．
４

投資的経費側

普
通
建
設
事
業
費

補
助
分

単
独
分

そ
の
他

小
計

4
０
．
０

2
.
8

4
２
．
８

3
８
．
６

2
.
6

4
１
．
２

3
８
．
０

3
.
1

4
２
．
１

3
６
．
８

2
.
3

3
９
．
１

3
４
．
９

２
．
３

3
７
．
２

3
２
．
４

２
．
２

3
４
．
６

3
１
．
１

２
．
５

3
３
．
６

3
２
．
８

2
.
1

3
４
．
９

3
５
．
３

１
．
５

3
６
．
８

3
４
．
６

１
．
４

3
６
．
０

3
３
．
７

１
．
５

3
５
．
２

3
２
．
６

1
.
6

3
４
．
２

3
０
．
８

1
５
．
１

1
４
．
６

Ｌ
９

3
２
．
７

2
９
．
７

1
.
6

3
１
．
３

2
８
．
８

1
３
．
２

1
４
．
８

１
．
２

3
０
．
０

そ
の
他
(
％
）

2
１
．
５

2
３
．
５

2
１
．
４

2
３
．
１

2
５
．
５

2
２
．
７

2
３
．
３

2
２
．
９

2
２
．
８

2
３
．
３

2
４
．
１

2
４
．
２

2
４
．
７

2
６
．
４

2
６
．
６

歳
出
合
計
(
百
万
円
）

4,
38
4,
98
0

Ｍ
2
3
.
5
0
3

仰
6
8
,
2
8
2

8.
47
7.
49
2

１１
」6
8.
01
0

12
,5

90
72

1
14

.3
72

.5
91

16
.7
06
,0
14

19
.4

05
.3

50
2
L
4
8
L
7
7
3

23
.6
Ｍ,
58
1

2
Ｍ
2
4
,
1
3
3

2
Ｍ
2
2
,
2
1
1

26
.8

52
,1

58
27

,6
10

,3
68



表
７
兵
庫
県
市
町
の
歳
出
決
算
額
の
構
成

函
■
、
■
、
■
尿
闘
■
、

Ⅱ
■
￣
ｍ
ｎ
ｍ
Ｅ
Ｆ
ｚ
囚
■
唖
＝
囚
■
、
■
田
■
■
思
囹
■
ｍ
Ｅ
ｍ
囚
、
、
田
■
、
曰
、
■
函
Ⅲ
囚
、

■
、
■
円
■
、
■
田
田
■
、
■
、
■
、
n
円
■
四
国
四
回
四
四
回
、
、
田
■
、
■
、
■
、

■
胴
■
田
囚
■
扇
、
■
冊
用
■
”
、
■
尿
、
■
冊
■
■
願
、
■
田
、
、
、
■
ｍ
Ｍ
ｍ
ｍ
■
、
田
、
■
忌
囹

■
、
■
、
■
、
■
m
■
ｍ
ｌ
１
ｐ
１
ｌ
ｌ
９
２
３
０
４
７
３
２
６
４
Ⅱ
！
１
’
’
１
１
Ⅱ
“

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
回
回
回
囮
四
回
四
回
函
國
回
回
回
団

■
、
■
、
■
、
■
、
、
、
■
田
刷
■
、
■
ｎ
m
■
田
円
■
厨
､
■
闘
田
■
田
關
■
厨
、
■
田
、

そ
の
他
(
駕
踊
鼻
）

］四つ

￣
■
w
､
■
、
■
厨
司
■
ｍ
ｍ
Ｈ
ｍ
用
■
雨
R
H
■
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ
閼
冊
、

－
回
印
、
、
呵
印
、
、
囮
四
回
■
四
四
Ｆ
ｍ
ｍ
ｍ
ｍ

－
ｐ
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
囮
■
四
■
Ｐ
呵
曰
■

￣
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
四
Ｆ
n
ｍ

￣
皿
■
田
、
■
周
回
Ⅳ
、
■
田
四
四
■
■
四
四
ｍ
ｍ
四
四
四

ｍ
Ｐ
■
囚
四
Ｆ
￣
■
田
岡
Ｆ
￣
、
■
羽
■
￣
￣
■
■

■
■
印
、
、
四
■
Ｆ
■
雨
■
ﾖ
■
■
田
■
雨
■
厨
■
■

■
Ⅳ
■
厨
■
雨
■
冊
叩
：
’

四
四
Ｆ
、
、
■
羽
印
、
■
副
■
甸
■
ｎ
ｍ

１
１
１
Ⅱ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
ｍ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

4
１

4
２

4
３

4
４

4
５

4
６
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すなわち兵庫県市町財政に 表８生活保護の割合

おける公債費の歳出構成比率

の増減率が全国水準よりも大

きな伸びを示しているために、

義務的経費と投資的経費の比

率が50年度を境にして逆転す

るだけでなく、逆転したあと

の両経費比率の乖離率が全国vﾉlIUjｱﾄﾞﾖE頁｣し芋uﾉｺ1上離宇〃』三国（出典）昭和４５，５０，５５年度は国勢調査による。

水準に比べて大きくなってい 昭和59年度は｢社会生活統計指標｣総務庁統計局(昭和61年12月）による。

る。（この兵庫県市町財政における、５０年度を境とした両経費構成比率の逆転については次節

で検討する。）また、この公債費の歳出構成比率の上昇を中心とした義務的経費比率の上昇が、

実質収支比率や経常収支比率を全国水準に比較して悪化きせているといえよう（表９)。

３財政運営の特徴による分類

兵庫県下の市町財政の状況を全国市町村のそれと比較検討することによって、その財政運営

の特徴の一端を明らかにすることができた。そこでこれらをもとにして昭和40年代半ば以降の

兵庫県市町財政について、総計値をもう少し細かく追いかけてその推移をながめてみたい。

昭和45年度以降の兵庫県市町財政のこれまでの推移を、その財政運営の特徴をもとにして分

けると次の４つの時期に区分することができる。

第１期昭和45～48年度

第２期昭和49～51年度

第３期昭和52-55年度

第４期昭和56～59年度

(1)第１期

この時期は高度経済成長の最終期にあたっており、歳出入の決算額とも前年度対比で20％を

越える高率となっている。昭和40-42年度の赤字時期も乗りきることができて、実質収支も黒

字基調になって赤字市町数も10～13と減少している。高度成長による地域経済の成長に伴って

過密・過疎の進行と都市化の進展のために、市町では道路・橋梁などの基礎的公共施設整備に

追われていた時期である。ざらに都市部では人口急増による小中学校などの教育施設の建設、

郡部では過疎対策としての公民館建設などの社会教育施設の建設に費用をかけた時期でもある。

たとえば普通建設事業費の歳出に占める割合をみると、昭和46-48年度では毎年40％前後とな

っている。またそのうち補助分よりも単独分の割合の方が多い。各市町が独自の施策として公

共投資を進めたことがわかる。ざらに老人福祉等の社会福祉対策の充実が進み出したのもこの

時期である。このため歳出決算額に占める扶助費の割合が、これまで5.5％前後で推移してき

たのがこの時期には８％程度まで急上昇している。

この時期の歳入の特徴は歳入全体に占める地方税の割合が特に郡部において年々低くなって

いることと、地方債の割合が年々高くなっていることである。すなわち歳出における普通建設

事業費の増加は、前節の仮節にもかかわらず、この時期、地方債の発行によっても一部支えら

れていたといえよう。また川西市に端を発した宅地開発指導要綱がいきわたり、分担金、負担

－１３７－

年度
～

4５ 5０ 5５ 5９

人口1,000人当り、

生活保護被保護実人

数(月平均）

兵庫県

全国

8．９６

1２．９６

1０．０７

1２．０５

1０．８５

１２．１９

1１．３７

1２．２２

普通世帯1,000世帯

当り、生活保護被保

護実世帯数(月平均）

兵庫県

全国

1７．９２

2４．５１

1８．９０

2２．６３

1９．７７

2１．９０

2０．５６

2１．６５
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金、寄付金等で構成されるその他の項目が47,48年度の２カ年にわたって20％以上の伸び率を

示したことも注目される（表５，表１０)。

(2)第２期

この時期は、兵庫県市町全体の実質収支が昭和30年以来20年ぶりという大きな赤字になっ

た、昭和50年度を中心とした深刻な財政危機の時代である。昭和48年度の石油危機のためにそ

れまで続いた高度経済成長が破綻し、その地域経済の変化の影響が１－２年遅れて地方財政に

出現した結果、４９年度の実質収支が６億9,811万円の赤字、５０年度には91億1,920万円の赤字と

なった。このときには都市を中心にして25市町が赤字団体となり、中には法準用再建団体転落

寸前の危機に至った都市が４市（尼崎・西宮・芦屋・伊丹の各市）に及んでいる。この傾向は

若干改善されたものの51年度にもひき続いている（表９、表１１)。

表１１兵庫県市町における赤字市町の状況
(市町数）

'９１９１３１２１０１０：1118１４■■呵曰
■■■■■■■■■

nmm■
、■■■■田■■■■■ｍm■■

(注）昭和55年度以降、兵庫県下における赤字市町はない。

この時期の歳入の特徴は50年度において端的に現われるが、地方税及び地方交付税を中心と

した一般財源の対前年度伸び率の極端な鈍化であろう。歳入構成比においても50年度は地方税

31.6％、地方交付税9.3％となり、毎年低下をたどっていた地方税のウエイトが都市部を中心

としてざらに落ちこんでいる(表９、表１０)。５１年度は３年に一度の固定資産税の評価替えの年度

であったことと、住民税均等割の税率引き上げの措置が講じられたことに伴い、若干持ちなお

したものの高度経済成長時の比率にはもどっていない。このことは都市部を中心として不況を

返映した地方税収入の減少と、国税三税の減収に伴う地方交付税の減少とを表わしたものとい

えよう。普通建設事業費の主たる財源の１つである国庫支出金及び県支出金の伸び率は鈍化し

ているものの、歳入総額のそれより大きいため歳入構成比は50年度で14.5％、５１年度15.2％と

大きくなっている。地方債の歳入構成比は50年度には市町全体で16.3％、５１年度には14.4％の

高率となっている。５０年度の地方債比率の高ざは年度途中における地方財政補正措置により臨

時的な減収補填債が認められたこと、また国における第４次不況対策に伴う公共事業追加等に

係る地方負担の地方債措置の影響と思われる82'〕

以上のようにこの時期は地方税・地方交付税を中心にした一般財源の歳入総額に占める比率

が下がり、逆に国庫支出金や地方債等の特定財源の比率が上昇した時期であり、各市町とも自

主的な施策は大幅削減を余儀なくされた時期である。

歳出の特徴は義務的経費と投資的経費の歳出に占める構成割合が、この時期を境にして逆転

することである（図１）。この逆転現象はこれ以後今日に至るまで変化していない。この理由

は、まず第１期（昭和45～48年度）の最終年度の48年度に始まった義務的経費分類中の扶助費

の増加があげられる。生活保護関係の比率が全国水準に比較して若干低いことから（表８）、

このことは社会福祉関係費の増加が中心となっていることは明らかである。これに加えて公債

－１３９－
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図１兵庫県市町の義務的経費と投資的経費の歳出構成割合

費の歳出決算額に占める割合が、51-52年度頃以降増加していくことがあげられる。特に50年

代後半に扶助費の構成比率が安定したのちも公債費の構成比率はどんどん伸びており、公債費

問題の今後の重要`性の一端がうかがえよう（表７)。

(3)第３期

この時期は第２期の財政危機をようやく克服しおえて赤字市町がなくなり、次の昭和56年度以

降の第４期へつなぐ過度的な時期である。３年間続いた実質収支の赤字はおきまって、歳入．歳

出とも２桁台の伸び率を示している。また前述のように昭和50年度には最高25市町を数えた赤

字市町数も徐々にその数が減っていき、５２年度からは赤字の町はなくなって都市部だけとなり、

55年度にはその赤字都市もなくなり現在に至っている(表９，表11)｡一時期高まっていた経常収

支比率中の人件費充当分の割合を高度経済成長時の水準にまで引き下げたのもこの時期である。

この時期の歳入の特徴は歳入総額に占める国庫支出金と地方債の構成割合が高いことである。

国庫支出金が15％を越える比率で推移していることは注目きれる。この増加した国庫支出金は

歳出面でみると、じつは普通建設事業費の増加につながっている。昭和52年度には景気対策の

＿環として普通建設事業費が大幅に拡大されているし(注6〕53年度には普通建設事業費のうち、

国庫支出金．県支出金とも対前年度伸び率はそれぞれ22.2％増、２１．３％増となっているが、災

害復|日事業費のうちの国庫・県支出金の伸び率は69.2％減、６１．２％減と大幅減少となったほか、

失業対策事業費も伸び率にして0.3％の減となっている。また55年度にも14.2％増という伸び

率を示した補助事業を中心にして、普通建設事業費が高い伸び率を示したことが確認されてい

る(表12)818〕

地方債については、地方財政の財源不足のための減収補填債が47年度以来数年ぶりに発行さ

れている（50年度から）ほか、適債事業の範囲の拡大と起債充当率の引き上げによる財政健全

化債（建設地方債である）が52年度から発行されている。これはそのまま歳出における公債費

の構成比率の上昇となって現在に至っている（表13)。
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表１２兵庫県市町の歳出決算額における投資的経費の状況
(％）

柵Hi繍iiMi比４２３４２３４２８
体仰碑５６３

聰構蹟３８７３９５４０３４１５２９
事業費|申桝３６５２１０２６８２４７１７５１８０２４１１０６１２１４９２Ｍ６１１２１１３

側鰔ｋｌｌＯ５０６１１１６１２１７２１２６２２０７０６０８０４０３０６０５
事蕊珈恢616656llll6722038304713243663794583483157

失馴揃比２５２３１９ ７６

事鵲ｌｉｌＩｌｏ ７

構川lli鮴ⅢⅢⅢⅡ 僅
表１３地方財政全体の昭和50年度以降の財源不足額とその補填措置（億円、％）

ＩＩＩＯＩＯＩＯＩＩＩＯＩＩＯＩＯＯＯＯＯＩ

ＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＯＩＩＯＩＩＩ

１２６９８１２５００１０３５０１３５００１６４００１０３００６９００１１６８６１３２４６１２０５１４８００９３００

Ｂ／④Ｘ100４７２５６０５０３３５７６２２０

．/④ＸｌＯＯ５３４８５０４４４０５０６７４３４０７８８３８０

(出典)。瀬川久志｢地方債と中央統計」ｒ月刊自治研」昭和61年３月号、pp36-42を参考にして、自治省「地方財政
統計年報」各年度版から作成したへ

そして当然のことながら歳出における人件費及び扶助費の構成比率は低下していく。特に人

件費の低下傾向ははなはだしい｡兵庫県各市町において昇給延伸等の措置があいついだり、職

員の退職勧奨が精力的に行なわれたのもこの時期である。扶助費については都市部で生活保護

関係費の伸び率が鈍化したこと、郡部において児童福祉関係費の伸び率が小さかったことがこ

の頃確認されている:'8〕

(4)第４期

この時期は実質収支でみる赤字の市町はまったくなくなったが、歳出入の伸び率とも，桁台

の増加に落ち込んで推移している時期である。また地方債の歳入構成比率は減少しつつあるも

のの、２～５年以前の地方債の償還のために公債費の歳出構成比率が増加しつつある。いうな

れば短期的な財政構造は改善きれたものの（実質収支の黒字)、長期的な問題点（公債費比率

の増加）は依然として残っており、この改善に向けた耐乏財政の時期ともいえよう。この時期

の歳入の特徴は、一般財源たる地方税の構成比率の増加と地方交付税の比率の減少と、特定財

源たる国庫支出金の比率の減少である。地方税については従来の伸び率に比べて年々低下して

いるものの、歳入総額の伸び率が低いためにその構成比が大きくなったものである。しかしな

がら低下しているとはいえ、地方税の伸びについては注意する必要がある。この地方税の伸び

は県民所得水準の上昇によって支えられているものではなく、租税負担率の上昇によるものだ

からである（表14):注7〕

地方交付税の伸び率が58,59年度と２年連続して昭和29年度の交付税制度創設以来減少して
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表１４県民所得と地方税の伸び率 (百万円）

５３５４５５５６５７５８

７０４６２６９７８０５０３２８３３５０２０８７５４６８７９２３３０５７９６７３９８７

１００１１１１１８１２４１３１１３７

３２３４２６３６０２３３４０６５９６４５１８７５４９１５２９５３０９８６

実数７０４６２６９７８０５０３２８３３５０２０８７５４６８７９２３３０５７９６７３９８７

指数１００

実数３２３４２６３６０２３３４０６５９６４５１８７５４９１５２９５３０９８６

指数１００

(出典）県民所得は兵庫県企画部資料による。

（注）昭和59年度の県民所得は、昭和62年３月末現在未発表、

いる。これは投資的経費が単位費用の引き下げ等によって減少したものである（59年度伸び率

▲3.0％)。しかし注意すべき点は、地方交付税で措置される経常経費と公債費が２年連続して

増加したことが確認きれていることである（59年度伸び率それぞれ3.1％、8.5％)。これは地

方交付税の特定財源化と財政調整機能の喪失を示しており、今後、交付税会計の資金運用部か

らの借り入れ償還が始まると兵庫県市町財政に大きな影響を与えるものと思われる。国庫支出

金の歳入総額に占める割合の減少は、主として昭和58年度から始まった老人医療費負担金の事

業会計移行に伴う減額と、５５年度から国家財政側ではじまった国債依存財政からの脱出のため

の一般歳出の抑制措置のためである。

歳出の特徴は、昭和50年度に逆転して以来、ほぼ平行して進んできた投資的経費と義務的経

費が年々その差を拡大していく点である（図ｌ）。義務的経費の増加は基本的には地方債の元

利償還全たる公債費の増加である。公債費の増加は昭和36年度以降初めてマイナスの伸びにな

った人件費や（58年度)、前述の制度変更に伴って減額された老人医療費を含む扶助費（58年

度）の減少を補って余りある伸び率を示している。一方、投資的経費は55年度ごろから始まっ

た国の公共事業関係費の据え置きや、起債充当率の引き下げ等、また需要側から見れば、主に

都市部を中心とした義務教育施設整備の減少等による普通建設事業費補助分の減少等によるも

のである。

以上、昭和45年度以降の兵庫県市町財政の変遷を４期に分類して概観してきた。このように

個々の市町財政を見ることなく、市町全体を眺めただけであるが、第１期の、高度経済成長の

末期に経常余剰によって社会福祉対策を進め、地方債をどんどん発行して普通建設事業を進め

た時期、第２期の、石油危機による財政危機の出現と、これを地方債の臨時的発行によってき

りぬけるとともに、歳出における義務的経費と投資的経費の比率が逆転するという現在の状況

をつくるもととなった時期、第３期の、人件費を抑えることによって実質収支の赤字を改善し、

一方、国庫支出金や地方債等の特定財源に誘導きれて、景気対策の一環として大規模な建設事

業投資を行なった時期、第４期の、国全体の低成長という環境の中で、地方債の償還に苦しみ、

歳出全体に占める義務的経費比率の上昇という時期が明らかになった。

４．４期の分類の統計的分析

次にデータを眺めて分類した前節の４期についてはたして統計的にどの程度の支持があるか

どうかためしてみることにした。

第１期は経常余剰による社会福祉対策の充実と地方債の増加という特徴から、経常収支比率

－１４３－
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と地方債依存度の２つの指標を選ぶことができる。第２期は義務的経費の上昇から考えれば、

やはり経常収支比率と、地方債にその特徴を見出すことができよう。また、この期は実質収支

が赤字になることにも特徴がある。第３期は実質収支が黒字になることと、地方債と国庫支出

金の増加にその特徴があると考えられる。第４期は公債費の歳出構成比率の上昇と、義務的経
費比率の上昇に伴う経常収支比率の上昇に特徴があると考えられる。

以上の点から実質収支比率、経常収支比率、公債費比率、地方債依存度の４つの指標を選ん

で、前節の分析の対象とした兵庫県下の21市70町（昭和61年10月現在）について、４期の分類

のうち各期からそれぞれ昭和46年度、５１年度、５５年度、５９年度の４カ年を選んで判別分析を行
った。

ただし分析の前提となる問題点はいくつかあり、それを列挙すると以下のとおりである。
①指標選択が正しいかどうか

前述の４つの指標以外にも例えば、経常収支比率中の人件費充当分や公債費充当分、あるいは

歳出中に占める義務的経費比率などより適切なものがあるかもしれないが、データ上の制約があ

ったことと前述の４つの指標が地方財政分析上、一般的なものであることからこれらを選んだ。

また選択した４指標のうち公債費比率と地方債依存度の間には0.7を越える高い相関があっ

た。これが判別分析にあるていど影響を及ぼすと推測される。

②分析対象期間中のケース数の変化

分析対象期間中、３町（志方町、城東町、多紀町）が合併して21市73町から21市70町へと変

化しているが、これらは当初から合併しているものとしてデータを調整して使用した。

③代表年度の選択

分類した４期から各期の代表年度を選択するにあたっては余り近接年度とならないよう一定

の間隔を保つよう配慮したことと、特に急激な変化の生じた年度は選択しないようにした。

また選択した指標について簡単に説明すると以下のとおりである。

''１実質収支比率(v,)=標蕎農壼模×'0，
ここで実質収支は図２で支すとおりであり、標準財政規模は次式で示きれる。

標準財政規模＝(基準財政収入額-地方譲与税)×市十(地方譲与税十普通交付税）
ここでｇＦ８０（都道府県）

ＪＦ７５（市町村）

リマ；

Ｖ毛

図２実質収支
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(2)経常収支比率(v贄に経常篝二差言簔財源×Ⅲ
この関係は図３で示すとおりである。

歳入

経常余剰財源

歳出

Ａ－Ｂ
経常収支比率＝ ×1００

Ｃ

図３経常収支比率

(3)公債費比率（Ｖ３）＝

地方債元利償還金充当一般財源等(転貸債分及び繰上償還分を除く）￣(A)×１００
標準財政規模一災害復旧等に係る基準財政需要額(A）

,4,地方債依存度M)〔制=篝芙篶襄×'0、
なおここで用いた判別分析とは複数個のＰ次元データをいくつかの群に分類する方法である。

いま２群の判別方法のうちFisherの方法について簡単にのべると以下のとおりである。

Ｇ１、Ｇ２群の２つのＰ次元母集団において、母平均ベクトル解(1)、ノα(2)は異なるかもしれな

いが、母分散．共分散行列二は等しいと仮定する○両群からそれぞれ大ききｎ]、、2の標本が

得られたとすれば、この２群をもっともよく判別する線型判別函数（Lineardiscriminant

function）を求める（図４Ｗ〕〔5〕

Ｇ２Ｇ１

図４線型判別函数による判別
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得られた判別函数は以下の３本である。（標準化されていない正準判別函数）

Ｚ，＊＝▲0.01076Ｖ1＋０．１４７４Ｖ2＋▲０．２６０３Ｖ3＋０．１２９５Ｖ4＋▲０．９５６９

Ｚ２＊＝0.07913Ｖ1＋▲0.06211Ｖ2＋０．１３５７Ｖ3＋▲0.007101Ｖ4＋▲７．９１４

Ｚ３＝0.08948Ｖ,＋０．２０７８Ｖ2＋0.04302Ｖ3＋0.1583Ｖ4＋▲９．９９６

(ここで＊印はｘ２検定で１％有意の印である。）

判別の成功率は表１５のとおりである。

表１５判別結果表（その１）
実数、（）内は％

１１N和46年度 昭和51年度 昭和55年度 昭和59年度

６５７１４１７１８７９９９０００９１１０００）

１３１４３）６１６７０１３１４３４４４）９１(１０００）

１７(１８７）000５２５７１２２(２４２）９１(１０００）

４４４）００２６２８６６１６７０）９１１０００）

平均成功率65.6％

(注）SPSＳプログラムパッケージ神戸商大版使用（次表も同じ）

この結果から見ると昭和55年度と59年度の分類はかなり接近しており、必ずしも成功してい

るとはいいがたい。また、両期を分類した判別函数Ｚ３のＸ２検定の有意度も低い。

第３期と第４期はすう勢としてはほぼ同じであるか、第４期には全国的に低成長（，桁成

長）に落ち入り、これを反映して歳出入の伸びも１桁台に落ちこむために両期を分類したもの

である｡しかし統計的にみるとこの両期の違いは環境条件の差に歳出入のみが影響きれている

のであって、市町財政構造を示すであろうと考えて選択した前記４指標にはその変化が余り生

じないのかもしれない。これが切れ味の良い判別函数が得られなかった理由であろう。

念のために55年度と59年度を１つの群として同じ方法で判別した結果は次のとおりであり、

良好な結果が得られた。

(標準化されていない正準判別函数）

Ｚ’＊＝▲0.005112Ｖl＋０．１５６４Ｖ2＋０．２６０４Ｖ3＋▲０．１１９２Ｖ４＋▲１．５５３

Ｚ２＊＝0.07820Ｖl＋▲0.06641Ｖ2＋0.1348Ｖ3＋▲0.009192Ｖ4＋▲7.796

(ここで＊印はＸ２検定で１％有意の印である｡）

また、判別の成功率は表１６のとおりである。

表１６判別結果表（その２） 実数、（）内は％

昭和46王

5１（６７－０

【)（０－(］

平均成功率７８．７％

以上の結果からみると、実質収支比率、経常収支比率、公債費比率、地方債依存度の地方財

政収支構造を示す代表的な４指標のみを用いてもかなりの程度まで判別を行いうることが明ら

かとなった。昭和45年度以降、現在までの兵庫県市町財政の総計を眺めて４期に分類したが、
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～

現実の分類

予i1Iされた分類
～

～

昭和46年度 昭和51年度 昭和55年度 昭和59年度 計

昭和４６年度 65(71.4） 17(18.7） 9（9.9） 0（0.0） 91(100.0）

昭和５１年度 １３(14.3） 61(67.0） 13(14.3） 4（4.4） 91(100.0）

昭和５５年度 １７(18.7） 0（0.0） 52(57.1） 22(24.2） 91(１００．０）

昭和５９年度 4（4.4） 0（0.0） 26(28.6） 61(67.0） 91(100.0）

￣

予測きれた分類

現実の分類
昭和46年度 昭和51年度 昭和55,59年度 計

昭和４６年度 65(71.4） 17(18.7） 9（9.9） 9１

昭和５１年度 １３(14.3） 61(67.0） 17(18.7） 9１

昭和55,59年度 4（2.2） 0（0.0） 178(97.8） 182



この分類はほぼ妥当なものであったといえよう。

５．むすび

兵庫県の財政について現在のところもっとも新しい（昭和61年10月１日現在）昭和59年度の

決算統計にもとづいていくつかの問題点をみつけ、それに従って全国の市町村財政と兵庫県市

町財政の比較を行った。その結果、歳入における地方交付税と地方債の問題が明らかとなった。

また歳出においても地方債元利償還金たる公債費がそのウエイトを上昇きせつつあることも明

らかとなった。もちろんこれは兵庫県市町財政のみの問題ではなく、地方財政全体の問題でも

ある。

次にその結果にもとづいて、昭和45年度以降、現在に至るまでの兵庫県市町財政全体を、そ

の財政運営の特徴から４期に分類してざらに詳細に検討するとともに、一般に地方財政分析上

の代表的な変数とされている４つの指標を使用して、４期の分類がはたして統計的に有意であ

るかどうかの検討を行って一定の成果を得た。

最後に今後の問題点をいくつか指摘してむすびとしたい。

第１に地方税と地方交付税の問題である。

兵庫県市町財政のように全国水準に比較して地方税収入の比率の高いところでは地方交付税

が減額されるのは制度上理解しうるが、その減額の程度が大きすぎるのではないかと思われる

ことである。兵庫県市町財政ではその穴埋めのために地方債収入を用いているようであるが

(第２節参照)、地方交付税の算定方法に疑問を抱かせる。第２節でも指摘したように、かつて

美濃部都政の東京都財政局が発表したような地方交付税の不均等構造を裏づけることも可能で

あろう。

第２に、上記の問題点の結果として、公債費の歳出構成比率の上昇に関する分析の必要性で

ある。これを解決するためにはこの原因たる地方債の内訳けを分析する必､要があろう。地方債

の借入先、利率と用途等を分析することによって公債費の今後の動向をある程度予測すること

ができるとともに、借入方法の改善に役立つものと思われる。

第３に、最も重要な点であるが、第４節を除いて以上はすべて市町財政を総括した議論であ

り、各市町ごとの分析は改めて必要となるということである。地方財政全体あるいは市町村財

政全体を眺める分析はその概観を得るには都合が良いが、本来の地方財政はそれぞれ千差万別

の顔を持つといわれており､個々の公共団体ごとに異っている。ざらに個々の市町村にはそれぞ

れの首長、議会のもとで各種施策が遂行されており、そのおかれている立場も異る。その意味

では次の段階として各市町ごとに立ち入った分析を進める必要があろう。

これらの問題は今後の課題としたい。

〔注１〕昭和62年３月現在で公表されている最新のデータは昭和59年度の歳出入決算額である。

また兵庫県には昭和59年度現在、村がないことから兵庫県の市町村財政を呼ぶときには「市町財政」

と呼び、全国のそれは「市町村財政」と呼ぶことにする。

〔注２〕▲印はマイナス（負）を示す（以下同じ)。

〔注３〕多様な特徴を持つ市町村の財政構造を総計で把握することは原則として行うべきではない。それは総

計で判断すれば各市町村の多様な特徴が相殺されてしまうからである。

しかし相殺されることで逆に全体像が浮きぼりになるとも考えられるので、あえてこの方法をとった。
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〔注４〕地方交付税による財源の偏在補正を行うさいの問題点や東京都の主張については、参考文献〔９〕仁詳

'1藷rl溌調」
市圭h7-下:}Hr/(了記iTT-市;tKT）

蒜孟-下;+Ｔ''(蒜訪一命)＋(而呈17-石是i｢)’
となり、ｉＩ１ｊ辺の相関はもともとある程度存在すると考えられる。

この系列相関をとり除くには、コクラン・オーカット法などを採用すべきではないかというアドバイ

スを、京都人福地崇生教授からいただいた。改めてテストしたい。

〔注６〕対前年度伸び率で土木ilV15.1％増､農林水産費29.1％増に比べて､民ｌＩ２費は12.1％増にとどまっている。

〔注７〕もちろん地力税は正確には個人所得、法人所得、固定資産額等に反映されるものであるが、側ｌｒ１値で

兇るには県氏所得で概算しうる。参考文献〔15〕を参照。

〔注８〕神戸大学地域経済研究会において、「地方債依存度」のかわりに「iii年度の１１ｲlBUj指数」を採用した

らどうかというアドバイスをいただいた。改めてテストしたい。
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